
（別紙） 

 

令和２年度私立学校振興費（運営費）補助金（学校の安全対策事業割のうち、

緊急安全対策事業）に係る申請上の留意事項について 

 

１ ブロック塀等に係る安全対策事業 

平成 30 年度に「緊急安全対策事業」と位置付けた２事業のうち、危険性のあるブロッ

ク塀等に係る安全対策事業については、令和２年度から「安全対策事業（通常）」とされ

ていることに留意すること。 

 

２ 保健室等への空調（冷房）設備の設置事業 

 (1) 事業要件 

平成 30 年７月 18日以降に計画し、緊急的に設置したと認められる事業であること。 

(2) 補助対象経費 

   ア 幼稚園、小学校、中学校及び高等学校については、保健室（※１）又は特定の教

室（※２）への設置費用。 

    ※１ 保健室について 

       職員室等の管理諸室を保健室として兼用している幼稚園にあっては、当該管

理諸室を保健室として利用していることが明らかである場合には、補助の対象

とする。 

    ※２ 特定の教室について 

      (ア) 幼稚園：夏季休業時等に預かり保育等で使用することが想定されている

教室 

      (イ) 高等学校：夏季休業時に夏期講習等で使用することが想定されている教

室 

   イ 特別支援学校については、保健室又は普通教室への設置費用。 

   ウ 補助対象となる教室数は、保健室・特定の教室について、それぞれ１室までとす

る。 

     なお、特別支援学校の普通教室については、教室数を限定しないものとする。 

    ※ 教室の構造上、１室に限定して空調設備を設置することが困難である場合等、

やむを得ない事情がある場合に限り、１室を超えて補助対象とすることがある。 

   エ 複数の教室に空調（冷房）設備を設置した場合の工事費用については、当該工事

費用を設置した教室数で按分し、補助対象となる教室数を乗じて、補助対象となる

工事費用を算定すること。 

   オ 学校法人会計上、「設備関係支出」（又は「教育管理経費支出」）に分類される経

費。 

   カ 令和２年度内に支払いが完了する経費。 

(3) 補助対象外経費 
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 ア 大規模な工事等を伴い、建物に附属する空調（冷房）設備を設置する場合等、「施

設関係支出」に該当する事業に係る経費。 

イ 国や地方公共団体等が実施する他の補助事業の対象となる経費。 


